
○苅田町障害者地域活動支援センター事業実施規程 

平成19年3月30日 

告示第36号 

改正 平成20年3月26日告示第20号 

平成24年3月21日告示第28号 

平成25年3月28日告示第31号 

平成27年12月25日告示第107号 

平成28年3月30日告示第17号 

令和元年12月2日告示第61号 

(目的) 

第1条 この告示は，障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律(平成17年法律第123号。以下「法」という。)に基づき，障

害者の地域の実情に応じ，創作的活動又は生産活動の機会の提供，社

会との交流の促進等の便宜を供与すること及び障害者等からの相談に

応じ，必要な情報の提供等の便宜を供与することにより，障害者が自

立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう，地域生活支援

の促進を図ることを目的とする。 

(実施主体) 

第2条 障害者地域活動支援センター事業(以下「サービス」という。)

の実施主体は，苅田町とする。ただし，利用者，サービス内容及び利

用料の決定を除き，適切な事業運営が確保できると認められる社会福

祉法人，医療法人及び民間事業者等(以下「事業者」という。)に委託

することができる。 

(事業の内容) 

第3条 事業は，地域生活支援事業実施要綱(平成18年8月1日障発第

0801002号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知)に基づく，

地域活動支援センター事業の基礎的事業及び地域活動支援センター機

能強化事業とする。 

(委託事業者) 

第4条 第2条の規定により事業の委託を受けようとする者は，法に基づ

く地域活動支援センターの設備及び運営に関する基準(平成18年厚生



労働省令第175号)に規定する内容について整備しておかなければなら

ない。 

(利用対象者) 

第5条 サービスの利用対象者は，町内に住所を有する障害者で，次の各

号のいずれかに該当する者とする。 

(1) 身体障害者福祉法(昭和24年法律第283号)第15条の規定により身

体障害者手帳の交付を受けた者 

(2) 療育手帳制度要綱(昭和48年9月27日発児第156号厚生省事務次官

通知)に基づき，療育手帳の交付を受けた者 

(3) 知的障害者更生相談所又は児童相談所において知的障害と判定

された者 

(4) 医師により発達に障害があると診断された者 

(5) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律(昭和25年法律第123

号)第45条に規定する精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている

者 

(6) その他町長が特に利用の必要性を認めた者 

2 前項の規定にかかわらず次の各号のいずれかに該当する者に対して

は，サービスの提供を行わないことができるものとする。 

(1) 感染性疾患等を有し，他の者に感染させるおそれのある者 

(2) サービス従事者に著しく迷惑を及ぼすおそれのある者 

(3) その他町長が不適当と認める者 

(利用回数及び利用者負担額等) 

第6条 サービスの利用回数及び利用者負担額等については，別表のとお

りとする。 

(申請及び決定) 

第7条 サービスを利用しようとする者(以下「申請者」という。)は，障

害者地域活動支援センター事業利用申請書(様式第1号。以下「申請書」

という。)を町長に提出するものとする。 

2 町長は，前項の申請書を受理した時は，速やかにその可否を決定し障

害者地域活動支援センター事業利用決定・却下通知書(様式第2号)によ

り申請者に通知するものとする。 



(利用者券の交付) 

第8条 町長は，前条第2項により利用決定をした者(以下「利用者」とい

う。)に対して，障害者地域活動支援センター事業利用者券(様式第3

号。以下「利用者券」という。)を交付するものとする。 

2 利用者は，利用者券を携行し，事業者へのサービス利用申込時に提示

しなければならない。 

(委任) 

第9条 この告示に定めるもののほか必要な事項は，町長が別に定める。 

附 則 

(施行期日) 

1 この告示は，平成19年4月1日から施行する。 

(苅田町障害者デイサービス事業実施規程の廃止) 

2 苅田町障害者デイサービス事業実施規程(平成18年12月苅田町告示第

102号)は，廃止する。 

附 則(平成20年3月26日告示第20号) 

この告示は，平成20年4月1日から施行する。 

附 則(平成24年3月21日告示第28号) 

この告示は，平成24年4月1日から施行する。 

附 則(平成25年3月28日告示第31号) 

この告示は，平成25年4月1日から施行する。 

附 則(平成27年12月25日告示第107号) 

この告示は，平成28年1月1日から施行する。 

附 則(平成28年3月30日告示第17号) 

この告示は，平成28年4月1日から施行する。 

附 則(令和元年12月2日告示第61号) 

この告示は，令和2年4月1日から施行する。 

別表(第6条関係) 

利用者回数及び利用者負担額等 

(単位：円) 

地域活

動支援

利用者

区分 

身体障害者，知的障害者 



センタ

ーⅡ型 

利用回

数 

原則週2回以内 

利用時

間帯 

毎週月曜日から土曜日までの午前8時30分から午後5

時まで 

利用者

負担額 

1日につ

き 

利用者区分・時間 

障害程度区分 

1 2 3 

身体障

害者 

4時間未

満 

362 335 310 

4時間以

上6時間

未満 

604 559 515 

6時間以

上 

784 726 670 

知的障

害者 

4時間未

満 

300 267 236 

4時間以

上6時間

未満 

498 446 394 

6時間以

上 

647 579 511 

入浴加

算 

1回につ

き 

42 

送迎加

算 

片道に

つき 

56 

1 上記にかかわらず生活保護受給者及び町民税非

課税世帯に属する者は免除とする。 

2 利用者負担額は，サービスの提供を受けた際に支

払うものとする。 

3 このサービスにかかる食費及び原材料費等の実

費負担相当分は利用者負担とする。ただし，生活



保護受給者及び町民税非課税世帯に属する者にあ

っては，食費に係る人件費相当額を免除する。 

地域活

動支援

センタ

ーⅢ型 

利用者

区分 

身体障害者，知的障害者，精神障害者 

利用回

数 

原則週5回以内 

利用時

間帯 

毎週月曜日から金曜日までの午前9時から午後5時ま

で 

利用者

負担額 

無料 

※ 利用回数は，いずれも利用者の希望，在宅福祉サービスの利用状

況，身体状況及び家庭の状況等を十分勘案して決定する。 



 



 



 



 



様式第1号(第7条関係) 

様式第2号(第7条関係) 

様式第3号(第8条関係) 

 


